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　　　午後１時００分　開会
○岸浪孝志委員長　　　ただいまから議会基本条例に関する特別委員会を開会する。
　出席委員は１１名で定足数に達している。
　これより審査に入る。
　　　　　　　　　　　　　　　◇○◇
　　　議会基本条例の制定について

○岸浪孝志委員長　　　議会基本条例の制定についてを議題とする。
　初めに資料の確認だが、資料１は、前回の委員会において、正副委員長案として提案させてもらったものが左側、それをもとに協議してもらった結果と、前回以降、改めて、法制的な視点も含め、見直し、文言整理をし、体裁を整えたものを右側に記載している。
　資料２は、議会基本条例案に係る説明会の開催について（お知らせ）（案）である。
　資料３は、議会基本条例案に関する説明会日程（案）である。
　資料４は、スケジュール（案）ということで、事務局で全体のスケジュールを見渡した中で提出させてもらっている。
　資料５は議決事件の関係だが、１月２４日付で提出があった民主・新無所属の会案と、４月３０日で提出があった新政クラブ案をまとめて配付させてもらっている。
　資料についてはいいか。（「はい」と呼ぶ者あり）
　それでは、事務局より説明させる。
　政策調査課副主幹。
○髙橋政策調査課副主幹　　　資料１について説明する。
　右側に、４月１０日に決定してもらった部分と、その後に、文章として全体を見渡し、法制上、問題があるところについて、見え消しで訂正させてもらっている。
　前文の中で一部下線が引いてあるところは、前回、４月１０日に直してもらったところである。
　その下に、二重線で、より一層のよりを消してある。実は、より一層というのは口語ではよく使われる言葉だが、よりの意味を調べると、一層やさらに、一層という言葉を調べると、よりやさらにという同じ意味が出てくる。つまり、よりより、一層一層、市民に信頼されると言っているのと同じことになり、日本語としてはおかしくなってしまうので、片方は削らせてもらった。
　次に、第１条、等について明らかにするとともにに下線が引いてあるが、その前に、議会機能の充実という言葉があり、議会機能の充実を明らかにするという言葉はおかしい。これはもともと議会機能の発揮で、さらに順番がもっと前のほうにあったので、気づきにくいところだった。議会機能の発揮を明らかにするとともにという言葉自体もおかしかったが、これを後ろに順番を並びかえたことによって、よりわかりやすくなったところで気づいたものである。ここは、この条例の重要な部分を一つ一つ並べて例示する形にしてあるので、途中に、何々等について明らかにするとともにという言葉は不要かと考えている。意味も、その前の議会機能の充実につながらないので、削らせてもらった。
　１枚めくってもらって、第４条第１項第１号、当初は、議案等の審議及び審査により、本市の意思決定を行うこととあったが、現実には、審議及び審査だけで本市の意思決定を行うことはできなく、議決を伴わないと意思決定にならないので、正確に言わせてもらう必要があると思い、に基づく議決を加えさせてもらった。
　第４条第１項第４号の下線は、前回、４月１０日に直してもらったところである。
　次のページ、第４条第２項第４号、ここは議会機能の活動原則の例示を載せているが、第４号だけ、議会はと主語が入っていたので、表現の統一をさせてもらうために、ここの部分は主語をとらせてもらった。
　その下、第５条第１項第１号、市民全体の利益を念頭に置き活動することと書いてあるが、活動原則の表現になるので、その辺を責務として捉えて書くに当たっては、第５条第１項第２号、第５条第１項第３号と同じような形で、努めることという形に直させてもらうのがいいと思い、第５条第１項は責務なので、活動原則と混同しないように文言を整理した。第５条第１項第２号は、前回、直してもらったところである。それから、第５条第１項第３号は、政策提言能力の向上に資するとあったが、この場合、２つ挙げて、能力を向上させるということになっているので、政策立案及び政策提言に係る能力の向上に資するためと直させてもらって、その後、研修とあるが、研修というと、どちらからというと、受動的、受けるイメージが強い。ここは議員の責務なので、自分から行う自動的なものになると思うので、その場合の言葉としては研さん、何かの課題について研究し、極めること、あるいは突き詰めて考えることと直しておいたほうが、イメージとしては自動的に捉えられる。これは絶対ではないが、研修という受けるイメージよりは、自分で行う形にしたほうがいいと思った。ただ、研鑽の鑽は常用漢字ではないので、条例上は平仮名で表現させてもらっている。
　その下、第５条第２項第１号も、第５条第２項第２号、第５条第２項第３号と同じ言い回しになるように、語尾の文言整理をさせてもらっている。
　４ページ、第９条は市長等との関係だが、市長等との関係を定めるのに、主語を市長等はにしており、市長等が市長等との関係を定めるという形になっているので、ここは第３章の市民との関係にあるように、市民との関係について、市議会がどのようにするかという定めになっている。それに対して、第４章市長等との関係は、第９条市長等との関係で、主語を市議会はと置いているにもかかわらず、第１０条議会への説明等では、主語が市長等はに変わってしまう。そうすると、条例の流れが、突然、別なものが介入しているような形になっており、あくまで、市議会がどうするのかというのを並べていくほうが、この条例の趣旨には合っていると思ったので、そごがないような形で少し整えさせてもらった。つまり、市議会はを主語にして、市長等に何をさせるのかを規定した形に直した。
　次に、第５章第１１条第１項、地方自治法の後ろに、括弧書きで昭和２２年法律第６７号とあったが、これは第８条第１項に使われていたので、省かせてもらう。それから、ここはまだ議論してもらっていないところだが、前回の案で第２項をつけており、前項に規定すべき事件を改正及び廃止するときは、市長の意見を聴くものとしますとあったが、こちらは地方自治法第１１２条の議員の皆さんの提案する権利の侵害に当たりそうな形だったので、削らせてもらった。また、これから議決すべき事件を皆様が議論されていくが、ここに定められそうな内容は、もともと市長部局側の案件が多いので、ここに第２項のこの文言があるのも少しおかしい話になるので、市長部局側が提案するものについて、議会側で議決するということを考えると、第２項は必要ないと考えた。
　次に、第１２条第１項、議会機能の充実に努めますとあるが、これは見出しの会議の充実という形に合わせたほうがわかりやすいと思ったので、そろえさせてもらった。
　それから、第１４条請願及び陳情の審査等とあるが、審査のための規定しか置いていないので、等というと、ほかに何があるのかと聞かれたときに、何もないのに、なぜ、等がついているのかという疑義が生じてしまうので、とらせてもらう形にした。
　ページをめくってもらって、第２０条は質疑等だが、全て会議の中でどうするという規定をしている。第３項も、会議の中で質問の要旨を尋ねることができることを規定しているので、会議においてと入れさせてもらった。
　次に、第２１条第２項は、最初、政策立案及び政策提言のための調査を行いますと規定されていたが、第５条第１項第３号で調査研究という言葉が使われており、ここでいう調査と調査研究がどういう使い分けがあるのかと尋ねられたときに、内容的に、特段、差はないと思う。ここだけ調査で、その上が調査研究というのもおかしいので、言葉をそろえたほうがいいと思う。同じ条例の中では、意味、使われ方が同じなら、統一したほうがいいと思っている。
　それから、第２２条の文頭の議会はに、市を入れ、市議会はとさせてもらった。これは前回の入れ忘れである。
　第２３条も、議会となっているところに市を入れ市議会とさせてもらったのと、途中、条例等を制定しとあるが、条例等を制定しというと、一般的には、条例、規則ぐらいまでしか含めない意味合いになる。ほかにも要綱や訓令、それから、議会には慣例などもあるので、それを全部含める意味を持たせるには、条例、規則等としたほうが正確に伝わるので、そこをつけ加えさせてもらった。
　資料１の説明は以上である。
○岸浪孝志委員長　　　前回の委員会以降、再度、中身を精査あるいは法制的な視点からの検討、文言の整理をさせてもらった結果、今、報告があったとおりである。
　１ページごとに確認していきたいと思う。まず、前文のより一層のよりをとるというのはいかがか。
　共産党。
○藤井克彦委員　　　私どもも、前回、４月１０日の結果を会派に持ち帰って議論した結果、その場で少しもやもやしていたが、言葉にしきれなかった部分がかなりはっきりして、改めて、ここはという部分が幾つか出てきたので、進行の中で、そういう点を述べさせてもらいたいが、いいか。
○岸浪孝志委員長　　　内容によるのだろうが、皆さん、いかがか。─
　では、ページごとに、何かあったらお願いする。
　では、より一層のよりは削除でいいか。─
　第１条目的、前回、ここの順番を入れかえたことによって、説明のとおり、議会機能の関係で割愛したほうがいいということになったが、これもいいか。─
　次のページ、議決を経なければ意思決定はできないということで、意思決定につながる文言として、基づく議決を新たに挿入する、これもいいか。
　共産党。
○藤井克彦委員　　　念のため、言葉の意味を確認しておきたいが、審議及び審査というのは、経験上、本会議が審議で、委員会が審査のように漠然と捉えているが、議決という行為は、例えば、審議という言葉には含まれずに、前段の質疑などを意味するのか。
○岸浪孝志委員長　　　政策調査課副主幹。
○髙橋政策調査課副主幹　　　審議という言葉だけだと、皆さんの意見に対して応答をもらったり、また、それに対して再質疑することをいう。ここで一番重視しなければいけないのは、意思決定というものは、議決があって初めてである。審議の段階では、いろいろな意見があり、また、１つの議題について、当然、賛否があるので、審議は、いろいろな部分で、いろいろな意見を出し、最終的な議決が初めて意思決定になるので、慣例で使われている言葉で、審議して意思決定をしたという言い方をしないわけではないが、正確ではないということである。審議、審査によって議決がされて、初めて、意思決定、最終的な決定になるということである。
○岸浪孝志委員長　　　共産党。
○藤井克彦委員　　　実は自分自身、根拠なく、議会で審議したという場合に、議論や議決全体を指して審議という言葉を使っていたかと思う。審議という言葉は議決を含まないという法律用語の意味合いとして、やはり、そのことは確認しておかなければいけないということで、そういうことなのかどうか。それぞれが漠然と経験的に解釈することはいろいろあると思うが、正確な法律用語の意味合いとして、議決は含まないということでいいのか。
○岸浪孝志委員長　　　政策調査課副主幹。
○髙橋政策調査課副主幹　　　非常に難しいところではあるが、実は、条文にもこの言葉を入れた理由があって、今、共産党が言われた、ただ単に、本会議だけで話をしたときには、審議により決定でも構わないと思う。ただ、ここには審議、審査とあって、共産党が言われた委員会での審査、そして、本会議場での審議も含めとあったときには、やはり、最終的な意思決定を指しているので、やはり議決をしたことによって意思決定というのを入れておかないと、この２つを並べているので誤解が生じる。例えば、委員会の審査だけで意思決定は行えないので、その辺の言葉の並びもある。審議という言葉だけを使ったら、絶対に議決を含まないのかと言われれば、それについて否定するものではないが、この場合には、委員会での審査などを並べて書いているので、最終的には、やはり、その２つを網羅した中での議決が書かれていないと、意思決定に結びつけるのは少し疑義がある。例えば、本会議の審議により意思決定を行うというのは、本会議だけで話をすれば、使っても間違いとはいえないと思う。法律の用語というか、この条例の中で市民の皆さんに伝えるとき、疑義が生じないように、念を押して、この場合は審議と審査を２つ並べているので、この言葉を入れておく必要があったということである。
○岸浪孝志委員長　　　共産党。
○藤井克彦委員　　　そんなにこだわるつもりはないが、ただ、話を聞いている中で、委員会の審査というのは最終的なものではなくて、改めて本会議に報告されて、議決をする。実態もそうなっているが、例えば、委員会の審査や本会議の議決全体を審議という言葉であらわしているのではないかという解釈を、今の話を聞いて、かえって、審議というのが最も広くて、その中に委員会審査も含まれている。審査及び議決を審議といっているという解釈もできないこともないと思った。これ以上はしないが、せっかく、こういうことで改めていこうということなので、後日でも、審議という言葉の意味はこうだと示してもらえたらありがたい。
○岸浪孝志委員長　　　ほかの方はいかがか。─
　では、ここは審議及び審査に基づく議決を挿入することで意思決定に結びつくということにさせてもらう。
　次のページ、第５条議員の責務及び活動原則の第１項、置き活動すると書くと、活動原則と混同してしまうので、置くよう努めるとする。それから、第１号、第２号、第３号は全部努めることとなっているので、それに合わせる。それから、第３号は研修から研さんに文言を変える。ここはいかがか。─
　第５条第２項第１号も、努めると文言整理をする。第５条第２項第３号は、市民に対して説明するよう努めることということで、第１号、第２号との整合性を図った。これも特に問題ないと思うが、いかがか。─
　次のページ、第４章市長等との関係、第９条の主語は市議会はとなっているが、第１０条第１項から第３項までの主語を市議会はとすることによって次の文章が変わってくるので、趣旨を変えないで文言整理をした。第１０条第１項は、市長等に説明を求めることができるものとします。第２項は、市長等に請求することができるものとします。第３項は、情報を提供するよう市長等に求めるものとしますと文言が変わる。この関係はいかがか。
　颯爽の会。
○野元好美委員　　　内容を変えずにという話だが、随分、変わると思う。市長側が説明するというものが、市議会側から求めるというのは、ニュアンス的にも大きく異なるものと感じている。第４章の見出しで市長等との関係ときちんとうたってあり、第１０条は議会への説明等となっているので、主語は市議会でなく、もとの内容でも、何ら問題はないと理解している。具体的に、他の市議会の基本条例、例えば金沢市なども、議会への説明となっていて、市長等の説明について、その内容についても具体に書き込んでいる。つまり、議会側に対して、市長が必ず明らかにして説明しなければならないという条例のつくりになっている。そういったことを勘案しても、求めることができるではなく、市長等が説明するというほうがいいのではないかと感じる。
○岸浪孝志委員長　　　ほかの皆さん、いかがか。─
　いろいろ相談させてもらいながら、全体の流れを見て、議会基本条例という性格から、議会はが主語のほうが、全体を通じて、いいのではないか。もちろん、市民との関係も、議会はということでずっと進んできたので、今までの議論の経過も振り返りながら、その辺の流れも含めて、事務局とも、いろいろ相談した。今、颯爽の会から言われたことも理解できるが、全体の流れから、やはり議会基本条例だから、主語を議会はと置いたほうが、市長部局に対して言っていることははっきりするというところに落ちついた。
　颯爽の会。
○野元好美委員　　　委員長の言われることも、よく理解するところである。条例上、つくっていく中で、そのほうが美しいとは思うが、ただでさえ、予算編成権などがない議会で、議会基本条例の中で、きちんと対等に監視及び評価していくという立場を明らかにする上でも、議会としては、これは基本線として、市長部局が説明するものとすると。当然、市長等と調整は必要になってくるが、このことについて明らかにしていくという基本姿勢を貫いたほうがいいのではないか。先ほど金沢市議会の例を挙げたが、具体的に、基本計画等の重要なものについて、また、素案などについては、その政策を必要とする背景や他の施策との比較検討など、総合計画における根拠または位置づけ、関係法令及び条例、財源措置、将来にわたる効果及び費用まで明記して、市長等は、説明するよう努めるものとするという書きぶりにはなっているが、あくまでも市長等が行うものとして明記している。それと比べると、市議会は、請求することができるものとする、市長等に説明を求めることができるものとするというのは、余りにも腰が引けているという感じがしており、対等に議論していくためには、当然、説明資料を提示していく、そういう姿勢を議会側で基本条例の中で求めていくことが重要かと考える。
○岸浪孝志委員長　　　わからないでもないが、今回、議会基本条例を検討するに当たって、議会基本条例を設置した、いろいろな都市の状況、つくるときのきっかけなど、いろいろ勉強させてもらった。金沢市もそうだが、その中で、相模原市議会は、議会が始まって以来、昔のことはわからないが、二元代表制という精神は大事にしてきたように思うし、首長との関係も意外と健全かと思っている。そんなことも含めて、主語は別にして、今の話であれば、金沢市とは少し違うと思うし、右へ倣えというわけでもないと思っている。
　ほかの会派、今の関係で発言があったらお願いする。
　市民連合。
○小林正明委員　　　今、議論を聞いていて思ったのは、私自身は、第１０条を右と左を対象にして機械的に解釈すると、確かに、右側は、市議会はできるものという形になっているが、市議会として総意が得られなければできない。短絡的に考えると、その懸念がある。逆に左側は、するものとするとしていても、結局、市長部局と議会側の調整が出てくる。どういう書き方をするにしろ、この辺の解釈を右側の市議会はという形にしたときに、決してそういうことではなくて、今後は、例えば颯爽の会が言われたように、政策を分ける政策効果なども、議会として、ちゃんと説明してくださいという内実があれば、私は、この書き方は、そうこだわる必要はないと思う。結局、第１０条は、説明のあり方について、議会と執行部の意向をきちんと調整しなければ運用できない規定だと思う。右側のように機械的に解釈するのではなくて、執行部と調整しながら、今後の議会側、市長部局の説明のあり方の議論をきちっと進めるという確認をとる以外、運用の中でしか解決できない問題ではないかと感じた。
○岸浪孝志委員長　　　新政クラブ。
○阿部善博委員　　　颯爽の会が言われたような思いは、私も個人的にはあるし、よそでそういう条例も見たことがあるので、もとの左側の書き方でもいいという思いもあるが、前回、きちっと全体を見渡した中で、市議会はということで、市長を縛る条例ではなくて、市議会の中のあり方を示すという議論があったと記憶している。新政クラブとしては、左側はだめということではないが、全体を見たときに、市議会はどうなのかと、整合性を見ていくという部分で、右側の案、委員長から説明があったとおりでいいと考えている。
○岸浪孝志委員長　　　みんなのクラブ。
○小林倫明委員　　　今回、初めてこういう形で出て、確かに、議会基本条例は議会のあり方を定める条例だが、かといって、別にそれにこだわるところもなくて、第１０条に規定されたようなことは、私は市長を縛ってしかるべきかと思う。むしろ、颯爽の会の意見は理にかなっているのではないかと考える。
○岸浪孝志委員長　　　民主・新無所属の会。
○中村知成委員　　　今の議論を伺っていて、第１０条の主語の関係だが、二元代表制における市長部局と議会の対等性というところをしっかりと考えると、文法的にこだわるのではなく、左側の従来案のほうが理解できると考えている。
○岸浪孝志委員長　　　共産党。
○藤井克彦委員　　　私どもも、やはり、ここで意図していること、表現したいことという内容との関係では、左側のこれまでの形のほうが、実にわかりやすく、すっきりとあらわしていると思う。議会基本条例だからということで、主語を全て市議会にしたほうがきれいだという理屈はわかるが、どちらかといえば、やはり、我々が意図していることをわかりやすく、すっきり示すことのほうをとるという意味で、これまでの市長等はという主語のほうがいいと思う。
○岸浪孝志委員長　　　公明党。
○加藤明徳委員　　　特にこだわらないが、確かに、皆さんが言われた部分もわかる。私は、どちらかというと、先ほど市民連合が言われたような考え方に近いが、まとめていく中で、例えば─文章的におかしくなるのかな。市議会を頭に持ってきた場合、それぞれ求めることができ、請求することができ、それに対して、市長等はこのようにするものとしますとする文章ではどうかと思ったり、基本的に、従前どおりにしたからといって、二元代表制が損なわれるということではないと思う。先ほど私が言ったのは、文章が重複、２つを合わせたような形になるので、それもなじまないとは思うが、何かで説明できないかと思う。
○岸浪孝志委員長　　　政策調査課副主幹。
○髙橋政策調査課副主幹　　　事務局から補足説明をさせてもらいたい。実は、第１０条は、既に実務的に行われていることを初めて明文化する形になっている。今、議員の皆様は、資料要求等をすれば、あるいは情報提供などは市のほうから積極的に送り込ませてもらっているところだが、これをすることに当たっての根拠は、どこにも書かれていない。議員の皆様が何か情報をとろうとしたときに、本来のやり方は、情報公開課に行って情報公開請求をするのが普通である。そうはいっても、議員の皆様には市の仕事をしてもらっているわけで、それに当たって必要な資料等、調製したものは出していこう。ただ、プライバシーの保護なども監視しながら出していこうという通知を出したものがあるが、本来、これとセットであるべき依頼文がない。もしかしたら、口頭で何か要求があったのか、あってはいけないことだが、文書をなくしている可能性もある。根拠はここにしかなくて、あくまでサービスの範囲でしかなかった。議会基本条例において、初めて、議会から、これを求める、請求することができると明文化したことによって、市長側に要求し、資料等をもらうことができるような形にしたので、これはこれで意味があると思う。市長等の責務として定めるのではなくて、議会の権利として定めたほうが、既にやられていることだが、それを明文化し、根拠づける意味があるので、市議会の権利として、こちらに明文化するのがいいと考えた。
○岸浪孝志委員長　　　共産党。
○藤井克彦委員　　　このことについて、私は当委員会の中でも再三、新人議員として受けた説明のときに、本来、市議会議員には国政調査権のようなものはないということを聞いてびっくりしたという話をしたと思う。そういう意味で、今の説明はわかる部分はあるが、だからといって、本来は情報公開請求だなどという説明は受け入れられない。これは長い間、議会と市長との関係で確立してきたもので、そういう慣習的な部分を全く無視して、法的根拠がないから、本来、現時点では情報公開請求をしなければいけないという説明は、断じて受け入れられない。権利として、初めてここに書けたというような認識には立たない。今の説明は理解に苦しむ。
○岸浪孝志委員長　　　市民連合。
○小林正明委員　　　第１０条の主語が市議会はとなると、今、議員個人が、議長を通して、いろいろな調査をお願いしている。もちろん、これもサービスだというのは私も理解している。今の事務局の説明は原則どおりで、ただ、慣行として、信頼関係で情報提供もされているという中で、私は、それはいいことだと思っている。ただ、逆に、先ほど言ったように、主語が市議会はとなると、今やっている議員が調査を依頼する行為が、議会として議決しなければできないという解釈も成り立たなくはない。ここはそういうことを言っているわけではないと思うが、要するに、自治法上は議員個人としての調査権はない。確かに、ある意味、わかる。当然、議会としての調査権はある。これは自治法上認められているが、そうすると、市議会はというところには、１つの議決機関としての請求に基づいたものでないと、要求しなければ説明しないという消極性を、我々は懸念として感じているのではないかと思う。逆に左側は、市長に積極的にやりなさいという義務的なもので、我々は左側のほうが楽かと解釈してしまう嫌いがある。どっちにしろ、先ほど言ったように、ここはどういう表現をしようと、右であろうと左であろうと、実際上は、説明のあり方について、今後、議論して詰めたり、あるいは逐条解説で、執行部との議論を踏まえた中で、今後こういったものを要求しますなど、当然そういったものは出てこないと運用できないと、ますます強く感じた。
○岸浪孝志委員長　　　いろいろ意見をもらったが、今の意見も含めて、ほかの会派の皆さん、何か意見はあるか。
　颯爽の会。
○野元好美委員　　　先ほど委員長から、これまで他市議会とは違って、首長との良好な関係という旨の発言もあったが、今後どのようになっていくかわからない。議会への説明というのは市民に対する説明でもあるので、そういった意味で、市長部局がきちんと市民、議会に対して説明を果たしていくということを明確にしたほうがいいと考える。市議会が求めなければできないという規定にしていくと、そこにはさじかげんというのも出てくるわけで、今、議案等の説明の仕方も、市議会から要望したものについては改善を重ねてもらっていることは重々承知しているが、市議会として積極的な情報公開ということを求めていくという観点からも、前の案のほうが、よりよいと考える。
○岸浪孝志委員長　　　市民連合。
○小林正明委員　　　今の颯爽の会の意見を聞きながら思ったのは、市で自治基本条例をつくろうとしている。その中に、左側の文言に沿ったような形のものがあるかどうかというのが１つある。そして、それを議会への説明というか、市民への説明という形で自治基本条例に載せてくれれば、左は解決する。右も、我々はそれで納得できるということになるが、我々は、まだ自治基本条例は完璧に知らないので、その辺はどうなのか。
○岸浪孝志委員長　　　政策調査課副主幹。
○髙橋政策調査課副主幹　　　実は、自治基本条例は、まだ具体的に検討が進んでおらず、今、必ずそれを入れると明言することはできない。ただ、議会側で議会を主語にして定めたので、市長側にも、こういった文言で、議会に対して、情報提供やいろいろな説明をするような明言を求めることができるようになると思う。議会側で提案して、議決するであろう議会基本条例に市長の権限を規定する、市長側の責務を、ある意味、越権行為的に定めてしまうよりは、まず、議会側で、このように求めるように定めたので、自治基本条例もそれに合わせてもらえないかという調整を、我々事務局などが図っていくことは当然可能になっていくし、それを嫌だとは絶対言わないと思うので、そのほうが、そろえはきれいになろうかと思う。
○岸浪孝志委員長　　　市民連合。
○小林正明委員　　　今、それが担保できないという状況はあるが、この議論を踏まえて、当然、運用の段階でも、調整しなければいけないこともあるし、もし、それが可能であれば、私は左側ではなくて右側でも構わないと思う。ただ、この議論をきちっと伝えてもらうというのがポイントになると思う。
○岸浪孝志委員長　　　共産党。
○藤井克彦委員　　　市長が提案してくる、いろいろな条例の中にも、例えば、市長の責務、市民の責務など、いろいろ書かれている。議会基本条例の中に市長の責務的なことがあっても、何ら問題はないと思う。もちろん、事前のすり合わせはするべきで、市長側が、この表現は困る、現状より行き過ぎている、改めてほしいという意見が出たら、また協議して調整すればいいことで、市長側の認識とかけ離れたところで、議会で勝手に決めてしまえということではなくて、意図していることをわかりやすく示そうということを言っているだけで、私たちの認識としては、現状を文章にしたものだと思うので、たとえ議会基本条例という名称の条例であったとしても、市長側について定めてはいけないということはないと思う。
○岸浪孝志委員長　　　民主・新無所属の会。
○中村知成委員　　　事務局で検討した右側の表現と左側の従来案を比較した場合、結果として、同じような行為が行われているとして、右側でないと、二元代表制が損なわれるとまでは言わないが、現状、二元代表制における市長部局と議会の平等性というところを、市民の方により正確に表現する方法はどちらなのかと言われると、左側なのではないかという考えである。
○岸浪孝志委員長　　　説明を求めることができるということと、説明するものとしますというのは、やはりニュアンスが違う、端的に言えば、そこの指摘だと思う。今やっていることを文章化して、できる規定みたいな形になってしまったのが右側という印象が強いのだろうと思うので、市議会はを主語にした場合、左側の言葉が入れ込めるかということで、先ほど公明党からも話があったが、難しいということだった。正副委員長で検討させてもらいたいので、休憩してもいいか。（「１点、質問していいか」と呼ぶ者あり）
　みんなのクラブ。
○小林倫明委員　　　右側の第３号だけ、ことができるというのが入っていないように思うが、これは、あえてそうなっているのか、ただ抜けているだけなのか確認したい。
○岸浪孝志委員長　　　政策調査課副主幹。
○髙橋政策調査課副主幹　　　第１項と第２項ができる規定になっていて、第３項だけ、求めるものということにしたが、左側の意味を右側に、市議会はを主語にしたときに、市長等に求めるものとしますという─済まない、特段、ここに、ことができると入れなくても、中身は伝わると思って、そのまま、求めるものとしますとした。要するに、積極的に、ことができるではおかしいと思い、積極的に求めるものとしたほうが言葉の据わりとしては伝わると思ったので、そのようにした。特段、第１項、第２項とそろえるのを忘れたわけではなくて、積極的ということが入っていたというところで、言葉のつながりで、このようにしたものである。（「また懸案事項が出てくるかもしれないので、とりあえず先に行って、昼の休憩で調整したら」と呼ぶ者あり）
○岸浪孝志委員長　　　では、そのようにさせてもらう。
　続けて、第５章議会機能の充実、第１１条議決事件は後ほどだが、第１項の文頭、地方自治法の後に、括弧して昭和２２年法律第６７号は削除でいかがか。─
　第２項は議論していないので削除する。
　第１２条第１項は、議会機能を削除し、会議の充実に努めますという文言整理だが、いかがか。
　共産党。
○藤井克彦委員　　　議会機能という言葉が会議に変わるということだが、率直に、えらくつまらなくなってしまうという気がする。そもそも、第１２条第１項は何を意図していたのか、わからなくなってしまった。第２項は会議の充実という中身だろうと思うが、第４条第２項に規定する活動原則に基づきといったときに、会議だけではないだろうと、何かしっくりこない。
○岸浪孝志委員長　　　見出しの言葉は余り議論がなく、会議の充実に変わったのが前々回だった。単純に条項の名前に合わせたということだが、何かほかの意見はあるか。─
　第５章に議会機能の充実という言葉を使っているので、この章立てに合わせて、従来、そうやって議論してきたので、それに戻すということでもいいと思う。確かに、議論は会議の充実という条項で来たが、共産党、今の指摘は、そういう意味合いか─戻しても問題ないと思う。
　市民連合。
○小林正明委員　　　第５章は議会機能の充実ということで、大きな抽象的なタイトルがある。第１１条は議決事件、第１２条は会議の充実としているから、会議の充実に努めますと修正されたのは、私は一理あると思う。なぜかというと、第４条第２項に規定する活動原則に基づきだから、要するに、積極的な討論、市議会はということで、第１号から第３号を踏まえて、活動原則とした上で、会議の充実と括弧書きをして小見出しにしているわけで、議会権能の充実よりは、見出しとの整合性と言われたのは一理あるのではないかと思う。全体が、第５章は、あくまでも議会機能の充実ということだと理解したらいいのではないか。
○岸浪孝志委員長　　　共産党。
○藤井克彦委員　　　４月１０日の資料を見てみると、その時点での原案は、第１５条は４項立てになっていて、今の２項のほかに、議会局の人員の配置や予算の計上などがあったり、必要に応じて特別委員会を設けることができるものとするというのがあったのが、いろいろ調整されて、ほかへ行ったりして、今、２つしか残らなくなっているが、改めて見直してみると、もともと、ここで言おうとしていたことを会議の充実というタイトルであらわすということが、どうも小さいというか、違っていたのかなと思うが、ほかの部分が抜けて、議員相互間の討議ぐらいしか残っていないという中では、会議の充実なのかなと。ただ、そうなると、第４条第２項に規定する活動原則に基づきなどと大げさなことを言うことがおかしくなってきてしまうというか、むしろ、そんな感じである。
○岸浪孝志委員長　　　特別委員会もなくなったし、その前は、長いこと、議会機能の発揮という言葉を使っていた。議会機能の発揮ではなくて充実に変えたことによって変化してきた。１月１７日ぐらいはそんな議論だったが、いかがか。─
　第４条第２項からすると、改めて、もう１回考えると、議会機能でもいいと思う。
　市民連合。
○小林正明委員　　　そうではなくて、会議の充実という括弧の小見出しがあるから、おかしくなるということで整理された。ただ、第５章は議会機能の充実ということで、いろいろな充実のために、議決事件を加えたり、会議の充実をしたり、あるいは公聴会、参考人制度の活用をしたりということが、括弧書きの小見出しで出ているわけだから、第１２条は、大げさ過ぎるが、結局は会議の充実になると共産党が言われたのはそこにある。そこを委員長が判断してもらえれば。
○岸浪孝志委員長　　　行ったり来たりして申しわけない。では、ここは議会機能をとって、会議に置きかえるということでいいか。（「はい」と呼ぶ者あり）
　次のページ、第１４条請願及び陳情の審査等は、請願と陳情の２つしかないので、等は要らないということだったが、いかがか。
　共産党。
○藤井克彦委員　　　その他のところで、第１３条の２行目に、又は参考人の出頭を求めとある。この出頭という言葉、確かに地方自治法にも、こういう表現が使われているが、一般的に出頭というと、すごく嫌なイメージがあって、国語辞典を引くと、役所などにみずから出向くということしか書いていないが、法律用語を使わなければいけないのか、もっと一般的に、参加しやすい雰囲気をあらわす表現のほうがいいのではないかというのが会派の議論で出た。
○岸浪孝志委員長　　　会議規則ではどうなっていたか。出頭という言葉を使っているか。（「地方自治法第１０９条に出頭という言葉がある」と呼ぶ者あり）会議規則ではどうなのか。委員会条例か。
　議会局次長兼政策調査課長。
○小峰議会局次長兼政策調査課長　　　会議規則第９９条に、証人出頭又は記録提出の要求という見出しがあり、そこで出頭という言葉は使われている。
○岸浪孝志委員長　　　市民連合。
○小林正明委員　　　言葉のイメージとしては、一般的には、権限者から呼び出しを受けて行くのが出頭、出席というのは、学校などのイメージと思えばいいのではないかと思う。警察に出頭するなど、悪いことをしている人が行くということではないが、出席とも少し違うイメージがあるのではないかということで、ここを分けたのは、やむを得ないのではないか。ただし、出頭というのはこういうことという説明が必要だと思う。
○岸浪孝志委員長　　　これに適切な言葉というのは、ほかにないのか。確かに、出頭というのは、世間的に言うと、よくとられない場合もある。これは少し検討して、後で報告してもらう。
　ほかにあるか。─
　６ページ、第２０条第３項に、会議においてを挿入する。これはいかがか。
　市民連合。
○小林正明委員　　　我々が一般質問の通告をして、それに対して、この想定の場所は、あくまでも本会議でということになっていると思うが、尋ねる場を特定と書いてあるので、要するに、事前調整的な議員控室等において質問という場合は、こことの関係はどうなるのか。逆に、あれは非公式だから関係ないというのか。私は、実際、そういったものは避けるべきだと思っている。
○岸浪孝志委員長　　　政策調査課副主幹。
○髙橋政策調査課副主幹　　　ここでいう会議は、本会議はもちろんだが、委員会、全協、特別委員会などもそうだが、こちらを全て含んだということになる。（「結構である」と呼ぶ者あり）
○岸浪孝志委員長　　　第２１条第２項に調査研究を挿入する、これはいかがか。─
　第２２条議会改革の主語を市議会はとする。
　第２３条他の条例等との関係も、主語を市議会にして、条例等を条例、規則と変えた。
　共産党。
○藤井克彦委員　　　その他で、ここのページで２つある。いずれも前回直された部分だが、第２０条第２項の質疑並びにその答弁については、市民に対して分かりやすく行うものとします。修正される前は、分かりやすく効果的に行うものとしますだったものが、このように整理されたということだったが、市民に対して分かりやすくという言葉の意味合いについて、やはり、当局に質疑する場合、議員なら当然知っている行政用語だったり、行政計画だったり、施策だったりは普通に使う。でも、傍聴に来ている市民は、何のことかわからなかったという場合が結構ある。もちろん、できるだけ市民にわかりやすくしたいという思いはありつつも、市民に対して分かりやすくとまで書かれてしまうのはいかがなものか。やはり、行政と議会とのやりとりの中で、質問者、答弁者にとって、わかりやすくというのが基本ではないか。これは少し書き過ぎではないかという意見である。原案のほうがよかった。
○岸浪孝志委員長　　　変わったのはいつだったか。（「これは前回、４月１０日である」、「簡潔に分かりやすく」、「それだったらいい」と呼ぶ者あり）３月２６日までは分かりやすくだった。いかがか。
　政策調査課副主幹。
○髙橋政策調査課副主幹　　　前回、ここに市民に対してと入れさせてもらったのは、条文として、ただ、分かりやすくとだけ書いてしまうと、やはり、その相手方が誰なのかがわからない。あくまで条文は誰が読んでもわかるようにというのが基本にあったので、その点で対象者を明示する必要があると考えて、市民に対してと入れさせてもらった。本来、議会での討論というのは、もちろん、市側と議員の皆様との間での討論ではあるが、市民の皆様にわかりやすくなくてはいけないと思った。例えば条例で、市と議員の皆様が分かりやすくと書くわけにもいかないので、やはり、一番知ってもらいたい市民の皆様を対象にしたほうがいいのではないかと思って、前回、入れさせてもらった次第である。
○岸浪孝志委員長　　　共産党。
○藤井克彦委員　　　当事者としては、正直言って、そこまでの余裕はないことが多い。やはり真剣勝負で、市長側とどうやって煮詰めていくかということで、そこにエネルギーを割かれるわけで、そこは少し認識が違う。やはりお互いに、第３号で、市長側も論点を明確にするために趣旨を尋ねることができると、同じ流れである。やはり、議論を実のあるものにするために、お互いにわかりやすい質問や答弁をするということが基本だと。もちろん、市民に対してわかりやすくという努力はしたいと思うが、それを一義的に言われてしまうと、やはり、当事者としてはかなわないという思いである。
○岸浪孝志委員長　　　いかがか。
　市民にわかりやすくというのは、インターネットも含めて、いろいろ手だては講じてきているが、仕組みとして、答弁そのものについては、どのように考えるかである。
　新政クラブ。
○阿部善博委員　　　議会運営の質疑応答なので、市民に対して分かりやすくというのは当たり前のことで、何も否定することではないと思うが、そこが少しひっかかるところがあるのであれば、新政クラブとしても、こだわらない。ただ、私どもはそういう気持ちでやっているので、市民に対して分かりやすくというのは、むしろ、あったほうがいいのではないか。そこに縛られて、質問がおかしくなったり、やりとりができなくなるということはない。ただ、それがあることで質問が妨げられるということであれば、そこは考慮したいとは思う。
○岸浪孝志委員長　　　多分、この議論を振り返ると、一問一答の検討のときから議会運営をやっているので、そういうイメージで質疑の中に入れ込んでいったのかなと、今ふと思いついた。
　市民連合。
○小林正明委員　　　実は私も、市民連合の中の議論で、金子議員から、時々、質問がわかりにくいと言われるときがある。しかし、私としては、そういう表現で執行部に質問しているつもりで、確かに、わかりやすくすることは必要だが、わかりやすくするために中身のエッセンスがなくなってしまったら、全く意味がない。わかりやすくすれば、全て相手に通じるのか、適切にポイントを得た質問あるいは答弁になるのかというと、必ずしもそうではなくて、多分、共産党が言われる、この中で言っていることを拘束されたらかなわないというか、現場にいる議員として、そこまでの余裕を持ってやれればいいが、なかなかそれは厳しいというところは、私も同感である。ただ、これは永遠の課題というか、そのように努力するものとしますと感じておけばいいと思う。もちろん、わかりやすく行うにこしたことはないが、ただ、現実は、お互い努力目標と理解する以外ないし、現実的に、わかりやすくするといっても、それぞれ人によって違うし、際限がないという感じを持っている。
○岸浪孝志委員長　　　ほかの会派の皆さん、いかがか。
　公明党。
○加藤明徳委員　　　基本的には、今、市民連合が言われたように、拘束的なものではないということは当然のことだと思う。私もどちらかというと、誰もしないような質問が多くて、専門的な用語でやる。ただ、議会の場と、個人的に、それをかみ砕いて、支援者に説明する機会などは立て分けてあるが、本来、議会の質疑、答弁は、聞いている人、特に市民にわかりやすいというのは前提にある中で、何も書かない場合、わかりやすくでは、誰が相手なのかということがわからないということで、ここにあえてまとめたと受けとめたので、いいと思う。
○岸浪孝志委員長　　　いいというのは入れてもいいということか。（「このままでも。確かに、言われてみると、最初は違和感がないでもないが」と呼ぶ者あり）ほかの会派の皆さん、いかがか。─
　共産党から意見があったが、発言がないということは、右側でいいということか。
　共産党、いかがか。
○藤井克彦委員　　　４月１０日以前の分かりやすく効果的に行うものとしますということで、なぜ悪いのか。誰に対してかわからないと言うが、そう聞かれれば、対質問者、対答弁者だし、また、聞いている市民ということだから、何の問題もない。今、皆さんの意見を伺った上で、改めて、原案の戻すのが最も適切ではないかと思った。
○岸浪孝志委員長　　　入れるか入れないかの問題だが、入れた表現でもいいというのは、共産党を除いた全会派ということで、共産党に理解を求めるしかないと思う。
　みんなのクラブ。
○小林倫明委員　　　今、討論をやっているが、どう見ても、市長に訴えかけているような内容である。ただ、本来は議員間の討論で、実際と少し違っていると思う場面もあるが、多分、質問も、第一義的には対理事者で、市民に対してわかりやすくというのは、対象に入っていない人に対してわかりやすくということで、そもそも、文章としては少しおかしい。ただ、これはそういった趣旨ではないということで、確かに、もう少し、表現を工夫すべきかとは思う。前の分かりやすく効果的で納得してもらえるなら、私はそれでもいいと思う。市民に対してなどと入れる方が本来的な姿ではないので、逆におかしいのではないかと感じる。
○岸浪孝志委員長　　　では、発言がなかったところに、もう一度聞く。
　民主・新無所属の会。
○中村知成委員　　　私も、ここの項に関しては、特に対象、主語を限定せずに、当然、質問する議員、答弁する理事者、傍聴している市民の三者に対して、お互いにわかりやすいというところなので、特に市民にというのを入れるよりも、４月のときの案のほうが適切ではないかと考えている。
○岸浪孝志委員長　　　颯爽の会。
○野元好美委員　　　論点を明確にして、聞いている市民の方にわかりやすくというのは、当然、行うべきことだと思うが、これを誠実に解釈すると、この言葉について、かみ砕いて説明してというと、時間的な制約等もあるので、非常に難しいと理解するところである。要は、会議が充実することが目的ということと、市民に対して、進め方や論点をきちんとわかりやすくするということなので、全般的に、市長部局や議員間討議もできるようにという意味では、限定しなくてもいいとも思う。もともと入っていたものではないので、とってしまっても何の違和感もないとは思う。
○岸浪孝志委員長　　　改めて全会派の意見を聞いたが、事務局、先ほど何か提案があったようだが、いかがか。
　政策調査課副主幹。
○髙橋政策調査課副主幹　　　質疑応答について、分かりやすく効果的に行うものとしますというのが、もともとの原文だった。ただ、質疑応答について効果的に行うという効果的の定義が、いろいろな法律等を見ても、どこにも出てこないので、やはり、これは少し疑義の残る言葉だった。その辺を解釈して、この条文を読んだときに、いわゆる会議で行われている質疑、答弁を市民の皆様にわかりやすく伝えることを目標に置いた条文ではないかという解釈のもとに、ここは修正をさせてもらった。旧案が、あくまで理事者側と議員との１つの審議における大事なやりとりの場なので、ある意味、そこで行われているものの中に、申しわけないが、市民の方は置いておいてという意識で考えたものではないので、その辺の経過は私のほうで把握不足だったが、やはり、議会基本条例の根本は、市民に開かれ、積極的に情報提供していく議会をということで訴えかけていたので、そういう流れから考えると、やはり、質問、答弁についても、市民の皆様にわかりやすくという意味合いだったと解釈して、このような修正をした。
○岸浪孝志委員長　　　わかった。これは正副委員長で調整して、休憩後に報告させてもらいたいと思う。（「ここのページでもう一つ」と呼ぶ者あり）
　共産党。
○藤井克彦委員　　　第２１条も、前回、政策決定という言葉について、議員や会派に政策決定権はないということで、政策決定ということが抜けて、その他は原文どおりになったが、考えてみると、確かに決定権はないかもしれないが、議員の最も大きな役割として、議案に対する賛否、その議案を通すか通さないかという部分があるし、政策立案と政策提言だけでは、そうした部分があらわせない。例えば、政策実現のためなどと入れないと、決定という表現が適切でないからといって、そこが意図しようとしたことを丸ごと捨ててしまうのはまずいし、むしろ、政策立案や政策提言も含めて、政策実現という言葉一くくりにしてもいいのではないかと改めて思った。議案に対する賛否そのもの、そこに至る立案なり、提言なりをひっくるめて、政策実現のため、理念を共有する議員の集団としてとしたほうがいいのではないかという意見である。
○岸浪孝志委員長　　　いかがか。─
　では、このことについては、休憩後、各会派から意見を求めたいと思う。
　共産党、ほかにあるか。（「以上である」と呼ぶ者あり）
　では、休憩に入る前に、第１１条議決事件の関係を少し、前回、皆様から方向性を聞いたが、若干、変更があった会派もあるので、少し説明をしてもらいたいと思う。
　前回の各会派の意向は、多分、頭に入っていると思うので、あえて委員長から話はしないが、今回、資料５を提出している新政クラブは前回の意向と違っているので、説明をお願いしたい。ほかの会派の皆さんも、前回の意向と変化があったところは出してもらいたい。今まで、紙ベースで事務局に提出されたのは民主・新無所属の会と新政クラブ、ただし、民主・新無所属の会は別条立ての状態での提出だったので、そのことをつけ加えながら、新政クラブからお願いする。
○古内　明委員　　　新政クラブとしては、前回の特別委員会の後、いろいろと話し合った中で、資料５で示したとおり、（１）総合計画の基本構想の策定及び改廃、（２）市民憲章の制定及び改廃、（３）都市宣言の制定及び改廃の３点ということでまとまった。
○岸浪孝志委員長　　　民主・新無所属の会。
○中村知成委員　　　何点か補足説明をしたいと思うが、まず、（３）都市宣言の制定、変更又は廃止というところで、当然、宣言というところなので、その時点で非常に慎重に議論を重ねて、このように決定したところだと思うが、時代の変化と社会状況等々が変わるというところで、現状にそぐわない面が出る可能性は否定できないので、（３）として提出したものである。
　（５）姉妹都市もしくは友好都市の提携又は解消は、友好都市ということで、自治体レベルでの都市間外交というところで、当然、慎重に議論して決めるところではあるが、やはり、国際情勢、国家間の情勢というのは、普遍的、恒久的に友好関係が続けばいいと万人が思っていると思うが、現状、そうでない部分もあるし、私が記憶しているところでは、過去に颯爽の会の長友議員から、今、中国の無錫市と締結している友好関係に基づく本市の贈呈施設の整備状況というところで、いきなり姉妹都市の解消というところにダイレクトにつながる議論ではなかったが、当然、そういう部分も視野に入れなければいけない、可能性として否定しきれないという指摘があったように記憶しており、もし、仮にそうなったとしたら、決定、解消という重みと性質から、当然、議決を得るのが妥当ではないかということで、（５）として提出させてもらった。
○岸浪孝志委員長　　　前回は、繰り返さないという話をしたが、共産党と市民連合とみんなのクラブは基本構想、颯爽の会は長期的計画に基づくものということで、あと、言葉が聞き取れなかった部分があるが、そういう趣旨のことだった。公明党は基本構想、基本計画、市民憲章という話だったが、変わりないということでいいか。
　公明党。
○加藤明徳委員　　　基本的には総合計画の基本構想で、この前、市民憲章と言っていたが、都市宣言を入れる必要はないということではないので、各会派で、都市宣言について、こういう考え方のもとにあればこれはということで、特にこだわるものではない。
○岸浪孝志委員長　　　１つを入れるという会派と５つ入れるという会派があるが、いかがか。
　市民連合。
○小林正明委員　　　きょう説明してもらった新政クラブの案の（１）だと、基本計画というのがなくなったようなイメージがあるが、もともと、なかったのか。
○岸浪孝志委員長　　　新政クラブ。
○古内　明委員　　　前回はあったが、特別委員会が終わった後、会派内でいろいろと協議した結果、やはり、基本計画というと、非常に幅広くなってしまう部分もあって、そこまで入れたら、少し難しいものが出てくるということで、今回、３点に絞った。
○岸浪孝志委員長　　　共産党。
○藤井克彦委員　　　例えば、既に出されている都市宣言などがある。もし、こういう形で新たに議会基本条例が制定された中で、都市宣言を議決する場合は、今までに発せられた都市宣言を改めて議決していくという段取りになるのか、それとも、専ら新しくやることだけになるのか。
○岸浪孝志委員長　　　新政クラブ。
○古内　明委員　　　今までの部分は、もうできてしまったものなので、都市宣言に関しては、改めたり、少し手を加えればいいのかなと。新たに出るものに関しては、制定ということで考えている。
○岸浪孝志委員長　　　颯爽の会。
○野元好美委員　　　事務局に質問だが、民主・新無所属の会案だと、同じ市民憲章でも、制定、変更又は廃止という表現になっていて、新政クラブは、制定及び改廃という表現だが、ここに差異はあるか。
○岸浪孝志委員長　　　政策調査課副主幹。
○髙橋政策調査課副主幹　　　表現は変えてあるが、内容的には同じなので、どちらでも結構かと思うが、最近のトレンドというか、各市の多数決を見ると、制定及び改廃が多い。
○岸浪孝志委員長　　　事務局の視点から、先ほどの共産党の質問に何かあるか。
　政策調査課副主幹。
○髙橋政策調査課副主幹　　　市民憲章、都市宣言等、その当時に出されたものを、改めて皆さんに議決してもらうということはない。ただ、既に出ている市民憲章や都市宣言を改正、廃止ということについては、当然、議論して、議決してもらうことになる。例えば、今の市民憲章を廃止して、新しいものをつくったとなれば、当然、議決してもらうという内容になっている。
○岸浪孝志委員長　　　共産党。
○藤井克彦委員　　　この委員会の議論の中でも、例えば、既に中身的に古くなっているという発言があったと思うが、その辺のインパクトというか、仮に議決事件となった場合には、やはり内容を見直して、廃止なら廃止、変更なら変更という動きにつながっていくというイメージか。
○岸浪孝志委員長　　　提案しているところも含めて、何か発言はあるか。
　新政クラブ。
○阿部善博委員　　　２１世紀の話や、年代的なものや名称など、いろいろと不整合が出ているのは、全国の都市宣言の中でも見られるが、議会でそういうことをやっていこうというのは、また別の議論かと考えているので、議会基本条例として定義するものとしては、総合計画の基本構想と、市民憲章と、都市宣言くらいが妥当というのが新政クラブの案で、その後に、都市宣言を見直そうという動きや、議会としてどうなのか、市長部局にただすなど、問題意識があるのは確かで、基本条例の動きを、そうした実際の動きにつなげていくことは、有効性はあると思うが、また別の議論と考えている。
○岸浪孝志委員長　　　市民連合。
○小林正明委員　　　提案されているのは、例えば、市民憲章の制定ということだが、市民憲章を制定するときには、市民憲章制定委員会という第三者機関みたいなものをつくると思う。では、議会がどういう形で関与するかという現実の問題を考えてみた場合、そういった委員会構想のときに、議会はまだ関与できない。あるいは、その段階で関与するには、議会として、同じものをつくったりする議論の現実性から、たまたま、それができ上がって議決するということだけだったら、そんなに大きな問題にならないと思うが、アンチの対案、憲章をつくろうという、条文を変更したりするときに、委員会の審議のところまで議論していくことが現実的に出てくる。そうしなければ、議会の議決すべき事件としての審議の深まりというか、あるいは委員会の審議まで議会が関与できるようにならないと、ほとんど実効性がない感じで、単なる修正案になってしまうのではないかというのがあって、市民憲章というのも、市と一体となって、議会も、お互いそれを確認しようという意味では私も理解するが、事務局がほかのところで把握されているのはどんなものか。
○岸浪孝志委員長　　　政策調査課副主幹。
○髙橋政策調査課副主幹　　　例えば、市民憲章を制定するときに、委員会はどういったメンバーにするかなど、そういう具体的なところまでは、申しわけないが、調べていない。ただ、議決すべき事件として、条例で定められたとしたら、当然、議会との調整も図りながら、新たなものは策定していくということは容易に予想できるので、こちらに載せる意味はあろうかと思っている。
○岸浪孝志委員長　　　みんなのクラブ。
○小林倫明委員　　　都市宣言や市民憲章、姉妹都市、こういうものは議決をしてしまうと、やはり、全会一致でないと、少しばつが悪いものではないのかと思う。例えば、どこかと姉妹都市を提携するときに、１票差で姉妹都市を提携したということはあり得るのかという気はする。実際、こういうものを入れている都市は多いのか。
○岸浪孝志委員長　　　友好都市、姉妹都市だけでいいか、都市宣言も含めてか。（「基本的に、この３つとも、全会一致でないと、ばつが悪いようなものではないかと思う。そういうものを議決事件に入れてしまうのは、どうかと思った」と呼ぶ者あり）前回、総合計画は別にして、全国の市の数だけの資料を渡しているが、友好都市は４８市、姉妹都市が５３市、都市宣言が３０市、市民憲章が３６市、パーセンテージからすると非常に少ない、４％から６％ぐらいの数字である。
　民主・新無所属の会。
○中村知成委員　　　例えば、１票差で友好都市の提携や解消というのは制度的にあり得るが、私どもが（５）で案として提出したのは、制度上はそうでも、実際、実務的には、きちっと事前調整があって、議決して、提携もしくは解消ということだが、表に基づいて、実際、１票差など僅差で議決が出された実例を把握していたら事務局に伺いたいのと、実際は、ほぼ全会一致で議決という認識で案として提出した。
○岸浪孝志委員長　　　議会局次長兼政策調査課長。
○小峰議会局次長兼政策調査課長　　　この間示させてもらったアンケートの結果だが、あくまでも基本条例を制定した中で、改めて議決事件に指定したものの調査で、ほかの市町村で、基本条例を制定する以前に議決していたかどうかということは把握していない。大体、ここに書かれているのは、基本条例を制定するに当たって、議決事件の範囲を拡大して、その中に含めたという状況だと思う。
○岸浪孝志委員長　　　今までの議論を聞いて、いかがか。
　市民連合。
○小林正明委員　　　どの項目がいい、悪いということではなくて、やはり、最初から余り広げ過ぎるよりは、小さく出発して、具体的にしながら、課題に応じて追加していく。条例改正になろうかと思うが、そんな感じを持った。
○岸浪孝志委員長　　　今、市民連合から出されたが、これを条例に当てはめることを想定して、ほかに意見があったらお願いする。─
　基本構想は、前回、颯爽の会が長期的計画という表現をされていたが、これを入れ込むことについてはいかがか。─
　では、総合計画の基本構想については入れ込むことにする。
　次、基本計画はいかがか。新政クラブからは、少し見直ししてくれればという話がある。
　颯爽の会。
○野元好美委員　　　１つ確認だが、総合計画そのものをつくらなければならないという縛りがなくなった。将来的な話だが、総合計画をつくらないという市長が選出された場合、議会基本条例で、こういったものを盛り込んでいたとすると、どのようになるのか。
○岸浪孝志委員長　　　政策調査課副主幹。
○髙橋政策調査課副主幹　　　市長の話で総合計画がつくられないとなった場合は、議会基本条例も、あわせて改正していくことになろうかと思う。ただ、議会で、総合計画はつくるべきだ、これは議決事件だと主張して、市長側との議論になることもあろうかと思うので、その辺は調製した上で、改正するなら改正、このままならこのままという形になることも考えられる。
○岸浪孝志委員長　　　市民連合。
○小林正明委員　　　今の颯爽の会の質問だが、来年４月に市長が改選される。当然、今までの部分はあったわけである。うまく区切りがついていればいいが、まだ、ずっと効力が生じている。そうすると、改廃として議決事件になる。新たに策定しないのだから、改廃で終わるのではないかと思う。あるいは、考え方によっては、つくらないのだから、議決の対象にもならないので、単に条例としてあるだけで、俎上にのってこないという解釈だってできる。
○岸浪孝志委員長　　　政策調査課副主幹。
○髙橋政策調査課副主幹　　　今、市民連合から指摘してもらったとおりである。廃止を議決してもらえれば、当然、なくなってしまう。ただ、廃止をしないという側に議決してもらえれば残るので、そこからまた、調整ということが出てこようかと思っている。
○岸浪孝志委員長　　　では、基本構想は入れ込むことにする。
　基本計画はいかがか。─
　今、入れ込むという主張をしているのは、民主・新無所属の会だけになった。
　民主・新無所属の会。
○中村知成委員　　　この部分に関しては、特に強くこだわるものではない。
○岸浪孝志委員長　　　では、基本計画は入れ込まないということでいいか。─
　次に、都市宣言の制定、改廃はいかがか。
　入れ込んだほうがいいと、今のところ、はっきりしているのは、民主・新無所属の会と新政クラブである。
　では、順次、聞いていく。
　公明党。
○加藤明徳委員　　　私どもとしては、都市宣言は入れ込む。ただ、皆さんが、都市宣言はこうすべきではないかということであれば、特にこだわるものではない。
○岸浪孝志委員長　　　颯爽の会。
○野元好美委員　　　どちらでもいい。
○岸浪孝志委員長　　　共産党。
○藤井克彦委員　　　現時点では、見送りたいという感じである。
○岸浪孝志委員長　　　市民連合。
○小林正明委員　　　見送るとまで鮮明には言わないが、もし、そういった意向の会派があれば、お互い、ここまで来たのでというところである。
○岸浪孝志委員長　　　みんなのクラブ。
○小林倫明委員　　　当会派も、こだわるわけではないが、都市宣言の内容というのは、恐らく、賛成、反対の生じるものが結構あるのではないかと思う。やはり、全会一致にならないものを押してまで都市宣言するかというと、どうかと思うし、やるからには、全会一致でできるようなものを出すのではないかと思う。そうだとしたら、逆に、あえて議決事件に入れる必要があるのかという気もする。余り必要ないのではないかという考えである。
○岸浪孝志委員長　　　今の意見について、何かあるか。─
　議決の議論をしているが、議会で分かれているところを議決という１つの歯どめをかけておかないと、幾らでもというか、首長が提案して、それで実現してしまう。そうすると、議会では拮抗していても、市長がやれば、認められて宣言されてしまうことになるので、１票というのは、そういうところに微妙なものが出てくるのではないかと思う。それを避けるには、議決事件に置いておいたほうがいいのか。１票ということで考えれば、出てくる可能性がある。
　共産党はいかがか。
○藤井克彦委員　　　余り意味を感じないというのが正直なところである。
○岸浪孝志委員長　　　みんなのクラブは１票の問題で意見を持っているが、入れ込むという会派がほとんどなので、入れ込むということでいいか。
　颯爽の会。
○野元好美委員　　　今後、どんな市長が誕生してくるかわからない。昨今、他自治体でも、パフォーマンス的な場合も見られるので、きちんと議論をした結果として、相模原市として公に宣言しておくという過程を踏むという観点からすれば、議決事件に入れていく意味はあると感じる。
○岸浪孝志委員長　　　市民連合。
○小林正明委員　　　議決事件になると、議会から提案することもできるという解釈でいいのか。
○岸浪孝志委員長　　　政策調査課副主幹。
○髙橋政策調査課副主幹　　　ここに掲げられる議決事件というのは、基本的には、市長側から提案されたものに対して議論し、賛成、反対を決めてもらうものになるので、市議会側に都市宣言の制定や改廃の権利があるわけではない。
○岸浪孝志委員長　　　共産党。
○藤井克彦委員　　　もっと早く意見を言うべきだったかもしれないが、正直言って、これまで、都市宣言が発せられたときに、余り響いてこなくて、なぜ、あえて都市宣言をするのか、よくわからないと思いながら、やり過ごしてきたようなものもあって、改めて、なぜ、都市宣言という形でしたかったのかということを、一つ一つしっかり、全て確認してきたわけではなかったと思うが、市長側がどういう考えで具体的に幾つかの宣言を発してきたのかというのを聞いて、改めて考えたい。この期に及んで少し言いづらい意見だが、よくわからないところがあり過ぎる。
○岸浪孝志委員長　　　改めてといっても、余り時間がない。
　では、休憩後に、改めて意見を聞かせてもらいたいと思う。
　休憩する。
　　　午後３時０４分　休憩
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　午後４時００分　開議
○岸浪孝志委員長　　　再開する。
　休憩前に引き続き、協議してもらいたいと思う。
　まず、第１３条の出頭の文言だが、出頭を求めを、参考人を招致し、意見を聴くものとしますという言葉でいかがか。─
　法制上も確認したが、参考人招致で問題はないということだった。
　では、参考人を招致しとする。
　次に、第２０条第２項、いろいろ意見をもらって、市民に対してを削除しても全体の文は通じるだろうということで、分かりやすく効果的だったものを分かりやすく行うものとしますということでいかがか。─
　次に、第１０条、いろいろ議論してもらったが、基本的には左側に戻したいと思う。第１０条第２項、これに誠実に対応するものとしますを、適切に対応するものとしますでいかがか。─
　第２１条、皆さんに検討をお願いした部分について聞きたいと思う。
　新政クラブ、何かあるか。
○古内　明委員　　　新政クラブとしては、このままでもいいと思っている。
○岸浪孝志委員長　　　公明党。
○加藤明徳委員　　　私どもも、従前の文面でいいと思っている。
○岸浪孝志委員長　　　民主・新無所属の会。
○中村知成委員　　　我が会派も、右の案でいいのではないかと思う。
○岸浪孝志委員長　　　颯爽の会。
○野元好美委員　　　立案、提言という言葉のほうが具体的でいいと思うので、原案どおりでと思う。
○岸浪孝志委員長　　　市民連合。
○小林正明委員　　　原案どおりでいい。
○岸浪孝志委員長　　　みんなのクラブ。
○小林倫明委員　　　このままでいいと思う。
○岸浪孝志委員長　　　共産党、いかがか。
○藤井克彦委員　　　政策立案や提言のために会派を結成するのか、それは余りにも違わないか。だから、３月２６日までの協議の中では、政策決定という言葉があった。決定という表現が適切でないという問題提起があって、丸ごと消えてしまった。そのことについて何の意見もなく、ただ、このとおりでいいと言われても、納得できかねる。では、当初、何で政策決定という言葉で進んできたのか、どういう意味をそこに込めていたのか。
○岸浪孝志委員長　　　共産党からそういう意見が出たが、何か発言があったらお願いする。（「とりわけて意見がないのは、政策決定といったときに、議会が政策を決めるわけではないということで省く」と呼ぶ者あり）休憩前、共産党から、政策決定ではなくて政策実現でもいいのではないかという趣旨の発言があったが、いかがか。─
　逆に、共産党は、この文章の中に政策実現ということを表現できればいいということか。（「そういう要素をぜひ入れてほしいということですね」と呼ぶ者あり）ということですね。
　公明党。
○加藤明徳委員　　　もともと、会派とは何ぞやという議論は、非常に希薄だったような気がする。ただ、政策決定というと、やはり説明を受けると、そこまではどうなのかなと。会派としての１つの政策立案、提案のほかに、会派の性格としては、確かに、共産党が言われるように、政策実現に向けた集まり、これは１つあるのではないかと思うので、文章的な流れの中で入れ込むことができれば、もとから政策決定という形の位置づけがあった中で、特に新しい案でなければだめということでもない。
○岸浪孝志委員長　　　今の議論を聞いて、いかがか。─
　私の記憶が間違いでなければ、第２１条会派を３項に分けた具体的な文章を提出してもらったのは共産党なので、政策決定が削除されたことについては、こだわりがあるのかと思う。会派の議論をしたのは、多分、１１月ぐらいだったと思うが、会派の議論を前に持ってくるのと後ろに持ってくるのと、その後の議論で入ってきて、第２１条に落ちついた。そんなことも含めて、公明党からも意見が出されたが、ほかの会派の皆さん、いかがか。
　市民連合。
○小林正明委員　　　言葉だけで議論するよりも、第２１条会派の第１項から第３項までの中で、立案や提言あるいは政策提言のための調査研究という表現、第３項は会派間の問題だが、第１項と第２項からすると、立案や提言をする中で、会派なりの政策が形成されていくということで、会派の中での政策決定は自由にして結構だと思う。そういうことで、提言や立案で十分ではないかという意味で、これでいいのではないかと思っている。
○岸浪孝志委員長　　　ほかに意見はないか。
　颯爽の会。
○野元好美委員　　　確認だが、共産党の提案は、立案や提言というのをなくして実現ということではなく、立案、提言、そして実現という併記でもいいということか。
○岸浪孝志委員長　　　共産党。
○藤井克彦委員　　　先ほど、政策立案も、政策提言も、やはり、いずれも政策を実現してほしいから、そのようにやっているわけで、政策実現で全部くくれるのではないかと言ったが、立案や提言という言葉を消したくないということであれば、当初から政策決定と３つ出ていたわけだから、要は、そこに戻して、その要素を入れてほしいということなので、３つ並べて書くということでも結構である。
○岸浪孝志委員長　　　いかがか。
　みんなのクラブ。
○小林倫明委員　　　第２１条第１項の真ん中辺に、その理念を共有する議員の集団としてとあるが、結局、このあたりのことを言っているのではないかと思う。同じ政策の実現を目的とする議員の集団としてという言い方にすればいいのではないかという気がした。
○岸浪孝志委員長　　　新政クラブ。
○阿部善博委員　　　頭からずっと通して読んでくると、政策実現や政策決定という言葉は、やはり唐突なイメージを受ける。政策立案、政策提言という言葉は前にも出てきていて、そちらの部分で政策実現を目指していることは確かだが、やはり、会派を通じて行動するのは政策実現だけではないし、また、さまざまな行動原則等も、頭の活動原則や議員の責務や役割などでずっと述べてきた中で出てきていることなので、この程度で妥当なのではないかと考える。必ずしも、言われることを否定するわけではないが、やはり、ここで出てきたものを見ると、突然、政策決定や政策実現というと、では、ほかの部分では要らないのかというと、決してそういうことではなくて、やはり、この中で常に述べられていることだと思う。議会全体の中にあっても、議員はそういう活動をしていると思うし、この表現で誤解なく伝わるのではないかと考えるので、もとの案のままでいいのではないかと考える。
○岸浪孝志委員長　　　前回、政策決定という言葉が削除されたことに対して、今まで議論を積み重ねてきて、会派の活動を第１項から第３項でやってきて、最後の文言整理あるいは法制上の問題で、政策決定という言葉は議会基本条例にはなじまないということで削除した経過があるので、もう少しそのことの議論をというのが、多分、共産党の趣旨だと思う。例えば、政策立案と政策提言も生かした言葉ということで、先ほど、颯爽の会の質問に対して共産党が述べたが、そういうところでまとまれば、政策決定にかわる文言で整理すればいいと思う。
　颯爽の会。
○野元好美委員　　　先ほど市民連合が言われた意見は、提言の中に、例えば、市長部局からの提案を、今、意思決定、議会として議決していく。当然、そのことも政策実現の一歩で、そういうことも含んでいるという意味合いで言われたのかと受けとめたが、立案、提言というと、議会発意でというイメージがあって、それだけでは不十分だという意味合いで、議決というところまで重きを置いていくために併記という共産党からの提案なのかとも理解するところだが、それは提言の中に十分含まれているという考え方も成り立つと思うし、そこでは不足だというのであれば、併記ということもある。ただ、私が今発言している趣旨と違った意味合いだったら、共産党に説明してもらえたらと思うが、いかがか。（「違っていない」と呼ぶ者あり）
○岸浪孝志委員長　　　市民連合。
○小林正明委員　　　会派の位置づけとしては、あえて、そういったことにこだわる必要もないと思う。もちろん、場合によりけりで、一般的に、党を代表してやるときにはそうなっているかもしれないし、会派内で一致できれば政策決定ということになるのだろうが、そうでない場合もあり得る。政策実現という言葉自体は、立案や提言の中で実現している過程だと捉えれば、しかも、みんなのクラブも言われたように、理念を共有する議員の集団─理念というのは、物の見方、考え方、政策的なものである。そうすると、ここに表現されていることで十分賄えているのではないか。言葉自体で政策決定と政策実現という形にとらわれる必要はないのではないかという意見だが、だからといって、共産党の意見を否定する意味ではなくて、十分ここにあるのではないかと言っているだけである。
○岸浪孝志委員長　　　この議論を思い起こせば、議員ということと、市議会ということで、会派という１つのくくりの中で、３つのことを言おうということである。会派の場合は、政策立案、政策提言のための調査研究をやる。議員個人としては、最初は政策決定だったが、議員としては政策決定というのはなじまないということで削除させてもらって、政策立案を政策提言に資するためということに変化してきたが、共産党から問題提起がされたので議論している。
　共産党。
○藤井克彦委員　　　もう一つ、別な角度から、今、議決ということをという颯爽の会の発言に対して、大筋そのとおりだと言ったが、一方で、政策立案及び政策提言というのは違うのか。あえて立案と提言と並べるほどの意味があるのか。（「全部そうなっている」と呼ぶ者あり）
○岸浪孝志委員長　　　全部そうなっている。政策立案は、もちろん、議員みずから、あと、会派として政策をつくっていく。つくった先はどうなるかは別にしても、つくっていくことである。提言というのは、今、各会派でやられていると思うが、年度ごとに、市長に政策提言を要望書として出すということが、多分、大きな柱かと思うが、提言はいろいろな形があると思う。所属団体によって、そこを経由しながら議員としてやる場合もあると思う。そのように整理してきたつもりでいる。党を通じて政策提言をしているところもあると思う。
　共産党。
○藤井克彦委員　　　それはそのように理解するが、そういう面と、やはり、余りにもそこに偏っていないか、別な側面もちゃんと描いてほしいという部分も感じる。
○岸浪孝志委員長　　　市民連合。
○小林正明委員　　　せっかくの共産党の提案なので、第２１条の逐条解説の中で、そこに至った議論の経過、会派内の政策決定、会派としての政策実現という過程を、第１項あるいは第２項に書いてあることをきちんと明記することで解決の仕方はあると思うが、いかがか。
○岸浪孝志委員長　　　共産党、いかがか。
○藤井克彦委員　　　先ほど言ったとおり、政策立案及び政策提言に資するために会派を結成すると言われると、体の半分だけ捉えたような気がしてならなくて、少し納得がいかない。
○岸浪孝志委員長　　　新政クラブ。
○阿部善博委員　　　やはり、基本的には、第５条議員の責務及び活動原則の第１項第３号で、政策立案及び政策提言に係る能力の向上に資するためと書いてあるが、その前後でも、やはり、会派結成にもかかわるようなことで表決権、第５条第２項第１号で、市長等の事務の執行について監視及び評価をし、的確な政策提言を行うとともに、日々の調査研究の成果を議会活動に反映させるよう努めること、第５条第２項第２号で、常に市民意見の把握に努めることなど、また、第４条市議会の役割及び活動原則としても、共産党が補足的に言われているようなことは、こうした部分に総合的に含まれているということで、あえて、会派の記述では、また、そこまで全部、思いを入れるほうがいいとは思うが、第４条や第５条にある部分を、結局、丸々書くようになるということで、うまい書き方や文言などがあればいいとは思う。会派の部分を見て、言わんとするところはわかるが、このままでも決して間違いではないという思いもあるし、また、市民連合からあったように、会派のあり方というのは、もっと考えて議論しなければいけない部分もあるが、そうした幅を考えると、今のところ、この程度でもいいのかなと考えている。当然、提案やいい文言などがあれば考えたいと思う。
○岸浪孝志委員長　　　颯爽の会。
○野元好美委員　　　今までの議論を聞いていて、政策提言という言葉の中に含まれる範囲というか意味を、事務局としては、この言葉の中に、どこまで、どう含めて捉えることができるかというところで、提言という範囲は難しいか。つまり、共産党がこだわっている議決が立案と提言ということでとどめてしまうと失われてしまうのか。
○岸浪孝志委員長　　　政策提言、政策立案だけが会派を結成する目的なのかという問題提起である。政策決定となると、個人としての政策決定はないということで削除した。今までの議論は、多分、そのようなイメージでやってきた。会派によっては、政策提言という言葉を使っていないところもある。過去に予算要望みたいな言葉を使っていた会派もある。
　市民連合。
○小林正明委員　　　政策提言でも、政策立案でも、当然、その前提には、実現に向けて努力する過程を言っているので、言外に入っていることは事実である。だから、あえてここで言わなくても、逐条解説の中で書いておけば十分ではないかというのが私の考え方である。何のために提言するといったら、実現するためで、それは言わずもがなのことだから、あえて書く必要もないし、この表現である程度の一致があり、なおかつ、共産党からの提案があるので、逐条解説の中で、それをきちっと明記していけばいいのではないか。
○岸浪孝志委員長　　　会派の話だから、全会一致でやりたいと思っている。逐条解説でわかるというのも１つの方法だが、共産党はそれでは納得しないわけですね。政策実現という言葉を入れた場合にどうなるか。
　今までの議論を大事にしていくことになれば、議員のところは、最初に政策決定というのがあって、削除した経緯があるので、それを考え合わせて、今、共産党から意見としてあったが、例えば、政策立案、政策提言及び政策実現に資するため、その理念を共有する、このようなことも考えたが、いかがか。
　新政クラブ。
○阿部善博委員　　　その場合、先ほども言ったが、第５条第１項第３号や第５条第２項第１号や第１６条等に出てくる政策立案及び政策提言能力を向上させや資する、そこも全部見直す必要があるのではないかと思う。（「いや、それは」と呼ぶ者あり）そうではなくて、それでここまで来ているので、そこに足すようなことをするのであれば、政策実現というのを言わんとしているところは、政策立案及び政策提言は含まれていることだと思うので、第２１条は、議員は、政策実現に資するため、会派を結成するということであれば、ある程度、言わんとしているところはわかるという思いはあるが、ただ、政策実現といったときに、その内容は何かというと、政策立案及び政策提言だったり、その他の部分で言われているような表決権だったり、さまざまな活動だと思うので、それが文言として、政策実現といったときに誤解を生むようであれば、やはり、私は政策立案及び政策提言のほうが、具体的でもあり、ほかの部分にも出てくるし、議員の活動、議会の活動というのも明記されているので、いいのではないかと思うが、その辺で、ほかの会派の意見を聞いて、政策実現という言葉であれば、それもあってもいいとは思うが、ただ、やはり誤解を生むのではないかという感覚はある。その中身は何かといったときに、わかりにくいのではないかという印象は持っている。併記した場合、やはり、ほかの部分も違和感がある。
○岸浪孝志委員長　　　会派の活動なので、ほかのところとは少し違うと考えたので、先ほど話したようなことを入れ込んだらと思ったが、議員の責務に絡めば。
　ほかの会派の皆さん、いかがか。─
　とにかく、ここは会派の話だから、皆さんの同意でまとめたいと思っている。
　公明党。
○加藤明徳委員　　　面倒くさくするようで申しわけないが、先ほどさまざまな意見の中で、会派でも意見が合わないこともあるということがあったが、主義主張を同じくする者が政策実現を目指して構成するのが会派というのが元来の考え方だと思う。ただ、地方自治体によって、都市部や町村部のような形の議会の構成のあり方の中で、政党で構成される議会もあれば、そうではない議会もあることによって、会派の位置づけの考え方がばらばらだということは承知している。とはいえ、会派を構成する意義は、政策の実現に向けて、主義主張、理念を一にすることだと認識している。今、古くさい考え方になってきているのかもしれないが、政策立案、政策提言によって、その中に政策実現が包含されているというよりも、むしろ逆で、政策実現に向けて取り組む過程の中で、政策立案や政策提言は、そこに入ってくるものではないかと思う。会派としての位置づけの中での政策実現のあり方という部分を、うまいぐあいに文言に入れ込むことが可能であれば、議論を聞いて、どちらかというと、そのほうがいいという考え方になった。ただ、政策実現ということが、条例上の文言の整理をしていく中で妥当かどうかということは抜きにして話をした。
○岸浪孝志委員長　　　会派としてのあるべき姿ということですね。
　新政クラブ。
○阿部善博委員　　　まとめの時期なので、具体的な提案をさせてもらいたい。第２１条会派については、議員は、政策実現に資するため、その理念を共有する議員の集団としてという文言ではいかがか。
○岸浪孝志委員長　　　民主・新無所属の会、いかがか。
○中村知成委員　　　今の議論を聞いていて、公明党が言った、そもそも会派を構成する意義ということで言うと、政党会派から野合的な会派、いろいろあるが、やはり、原則的な理念をもとに会派を構成していると認識しているし、結果的に、立案、提言という過程の中で、ばらつきが生まれてくるのが現状だと思う。そんな中で、例えば第４条第１項第１号、本市の意思決定を行うことという表現もあるので、仮に第２１条の政策立案及び政策提言というところではなく、それにプラスアルファの表現とするとしたら、実現ではなく、政策決定であるというところである。
○岸浪孝志委員長　　　前回の議論は、政策決定はなじまないということだった。
　颯爽の会。
○野元好美委員　　　第４条市議会の役割及び活動原則に、議決による意思決定があり、監視及び評価があり、政策立案、政策提言を行うがあり、請願、陳情を適切に生かすということがあり、意見書の提出などによって、国等への意思表明を行うという５つがある。これを考えていくと、会派の内容というのは、政策立案、提言というところにとどまらず、実現として、大きく捉えていくのも１つの案かなと思う。先ほど、提言の中に大きく含められると言ったが、併記していくと、他の条項との整合性などが出てくるので、大きく捉えるという意味では、実現に向けて、考え方を一にする者とすれば包含できると少し考えを改めた。
○岸浪孝志委員長　　　みんなのクラブ。
○小林倫明委員　　　正直なところ、政策立案及び政策提言と政策実現の違いはそんなにあるのかという気持ちはあるが、どうしても実現というところにこだわる必要があるのであれば、先ほど新政クラブが言われたように─その前に、政策立案及び政策提言及び政策実現と併記するというのは、やはり、第２１条第２項で政策立案及び政策提言といっているので変かなと思う。実現という一言であらわすのであれば、先ほど新政クラブが言われたようにしてもいいと思うが、その場合には、資するためというところは省いて、単純に、議員は、同じ政策を実現する集団として会派を結成することができるなど、そういう表現でいいのではないかと思う。
○岸浪孝志委員長　　　議論を振り返ると、まさしくそういう議論があって、会派によって、いろいろ温度差があるということで、理念を共有するという言葉がそこから生まれてきたことを思い出した。
　市民連合、何かあるか。
○小林正明委員　　　全国的に見れば、いろいろな会派があると思う。確かに、それぞれ何かの目的のために存在しているのは事実だが、それをがちっと規定して、１つの政策、１つの会派とは実態が合っていないところもあるし、合っているところもあると思う。それをどのように表現するかというところだけで、簡潔に、早く結論をつけてもらいたいと思う。
○岸浪孝志委員長　　　いろいろ意見をもらって、私も発言させてもらったが、議員は、政策実現に資するため、自分が議員になるときは、やはり政策を抱えて立候補してくるわけだから、会派は会派として、その中の個人としては、選挙に打って出ようとするときのいろいろなことがあるので、そんなことも含めて、いかがか。─
　事務局、文言的に整理はいいか。（「大丈夫だと思う」と呼ぶ者あり）
　では、そのようにさせてもらう。
　戻って、議決事件の関係で、基本構想は確認してもらった。全体的に広げないほうがいいという意見もあったが、都市宣言はいかがか。
　共産党。
○藤井克彦委員　　　提案されている都市宣言にしても、姉妹都市や友好都市にしても、市民憲章の場合、少しどうかというのがあるが、いずれ具体的にそういう動きが迫ってくることも想定されるので、継続審査的な扱いにして、今回は、とりあえず、総合計画の基本構想だけを議決事件として決めておいて、必要に応じて改正していくような扱いはいかがか。
○岸浪孝志委員長　　　民主・新無所属の会と公明党が都市宣言、市民憲章、姉妹都市、友好都市─友好都市は民主・新無所属の会だけだが、全体的に、都市宣言にかかわらず、この３つの意見を言ってもらいたいと思うが、いかがか。
　新政クラブ。
○古内　明委員　　　今、共産党から話があったが、昨年、一般質問において、市民憲章について、市長から、市制施行６０周年に向けて、市民の方からいろいろな意見を伺って、改正する、しないではなくて、そういう話があれば考えていくという答弁があった。確かに、この先、つけ加えればいいという意見があったが、やはり、先に入れておかないと、出されてからでは対応が少し厳しいと思うので、なるべく入れておいたほうがいいということで、新政クラブとして提案させてもらったものである。
○岸浪孝志委員長　　　市民連合。
○小林正明委員　　　町の場合は町民憲章、あるいは町の都市宣言みたいなのものは、水とみどりの何とかなど、全国的によくあるようなものをつくった経過はある。議会は関与せずに、町長から提案されて、議員も理解して、全員協議会的なところでやった。では、議決したからといって、どの程度違うのかということが少しあって、経験的に、これは市長の専権事項的にやっても、我々が理解して、それを問題なく、いいものだと理解すれば、それで済むことではないかというのがある。（２）と（３）の宣言を議決事件に加えなければいけない根本的な理由、議決事件にしないと、とんでもないことになる、行き過ぎた宣言になるということは、今のところ余りないので、実感が乏しいというのが率直なところである。どこかでそういったことがあるとすれば─あっても、議会は権限がないということで、それは市長の責任でやったことだということも言える。議決事件にすると、そういったことも決定するということになって、責任を伴ってくるところがあって、余り積極的になれないが、やはり、それなりの提案がされているので、別に反対という意味ではないが、そこを理解した上で、せっかくの提案だから、何とか賛同しようという気持ちもあるが、経験的に、そんなに積極的になり切れないというのが率直にあることも理解してもらえればと思う。
○岸浪孝志委員長　　　みんなのクラブ、いかがか。
○小林倫明委員　　　内容的にこだわるわけではないが、そもそも、多数決になじむ事項なのかどうかという疑問が多少あるだけで、どうしてもということであれば、入れ込んでもいいとは思う。
○岸浪孝志委員長　　　共産党、姉妹都市は形が違うが、都市宣言と市民憲章の２つ、いかがか。
○藤井克彦委員　　　私どもも、正直言って、反対の理由というのはない。ただ、積極的になれないという気持ちなので、どうしてもということが多数ならば、自分の気持ちは中にしまってということになる。
○岸浪孝志委員長　　　大体、意向を聞いていくと、都市宣言と市民憲章は議決事件に加えるという方向性があるとも感じられるが、いいか。（「はい」と呼ぶ者あり）では、これを２つ入れる。
　姉妹都市と友好都市の関係はいかがか。
　民主・新無所属の会。
○中村知成委員　　　補足的に、今、都市宣言と市民憲章を議決事件という話だが、姉妹都市、友好都市の提携、解消に関しても、しっかり議決を経て、決定に関して、より重みをつけたいというところで、都市宣言、市民憲章と同様に、議決事件に入れたいという考えである。
○岸浪孝志委員長　　　では、順番に聞いていく。
　新政クラブ。
○阿部善博委員　　　新政クラブとしては、姉妹都市もしくは友好都市の提携または解消については、必要ないのではないかと考えている。理由としては、相手先がいるということで、この議論は、なかなかしづらい部分がある。また、姉妹都市、友好都市といったときに、海外との場合もあれば、銀河連邦共和国のようなものもあって、どこまでという部分も非常に議論があると思う。そこで議決事件というのは、こちらが議決しても、相手が議決しない場合はどうなのかなど、さまざまな議論、事例を聞いているので、ここのところは、必要ないということではなくて、もう少し慎重に議論しなければいけないのではないかということで、今回は見送る方向で考えさせてもらっている。
○岸浪孝志委員長　　　公明党。
○加藤明徳委員　　　大体、今、新政クラブが言われたことと趣旨は同じである。やはり、姉妹都市、友好都市、それぞれ自治体の歴史や背景も異なるのだろうが、どちらかというと、他都市との友好、連携というのは、行政からスタートしたというよりも、市民レベルの交流で生まれて、醸成されてくる場合も非常に多いだろうと思う。そうした部分で、議決事件として、議会がどのような形で関与するのかというのは、非常に難しい部分も含まれてくるということで、この点については、もう少し慎重な検討が必要で、今回はそこまで踏み込まないで、入れない方向でいいという考え方である。
○岸浪孝志委員長　　　颯爽の会。
○野元好美委員　　　どちらでもという意見になってしまうが、他市の状況を見ていると、市民憲章が３６市、都市宣言が３０市に対して、姉妹都市提携は５３市ということで、こちらのほうがより多い状況にある。これはなぜかというのを鑑みると、予算や都市戦略というところもかかわってくるので多いのかなという嫌いもあって、市民憲章、都市宣言を入れているのであれば、姉妹都市、友好都市を入れることについて反対するものではないという印象を持つ。先ほど、相手があるということもあったが、あくまでも、これは本市の市長部局と議会との関係におけるものなので、提携先がそういう議決案件になっていないかどうかというところにかかわる必要もないとも思う。
○岸浪孝志委員長　　　共産党。
○藤井克彦委員　　　私どもとしては、やはり相手先のあることなので、より慎重に考えたいというところで、現時点では積極的ではない。
○岸浪孝志委員長　　　市民連合。
○小林正明委員　　　こういうものは市長のフリーハンドに任せておいてもいいのではないかと思う。
○岸浪孝志委員長　　　みんなのクラブ。
○小林倫明委員　　　余りこだわるものではないが、少しでも反対があると、友好に疑念が生じてしまうので、やはり、全会一致でないと無理だと思う。ただ、本当に全会一致を図れるのかといったら、それもなかなか難しいのではないかと思われるところで、今後、姉妹都市、友好都市は生まれてこなくなってしまうのではないかという気もする。一方で、都市宣言、市民憲章を入れたのであれば、入れてもいいという気もする。
○岸浪孝志委員長　　　今の議論を聞いて、いかがか。
　民主・新無所属の会。
○中村知成委員　　　全会一致が望ましいということでは、都市宣言にしろ、市民憲章にしろ、同じ性質を有していると思うし、そういった中での整合性ということでいうと、やはり、姉妹都市と友好都市も議決事件にのせたほうがいいと、改めて、今の議論を聞いて思った。
○岸浪孝志委員長　　　いかがか。
　新政クラブ。
○阿部善博委員　　　市民憲章、都市宣言は、議決をすることで重みづけが全く違ってくる性質があると、他都市での議論でも聞いている。姉妹都市、友好都市もそうした面もあるが、実際に、都市宣言や市民憲章について、市民の代表である議会も、あらかじめ、制定の過程から議会の議決があるということなので、市長部局もそうした取り組みができると思うが、姉妹都市、友好都市の提携について、他市もあるというところ、また、他市の状況がわからない中で、議会としてどうかかわっていくのか、どう進めていくのかという部分について、これは否定するわけではなくて、やはり、少し慎重に考えなければいけない部分、さまざまな状況があるのではないかということで、都市宣言、市民憲章と一緒には考えられないというのを思いとして持っている。
○岸浪孝志委員長　　　民主・新無所属の会。
○中村知成委員　　　先ほど、颯爽の会から、都市宣言と市民憲章と姉妹都市、友好都市、それぞれ、議決事件として規定している都市の数があったが、姉妹都市と友好都市は議決事件にのせている都市も多いということで、それなりに、きちっとした理由と慎重な議論があった上で、議決事件にのせていると思う。
○岸浪孝志委員長　　　気持ちはわかるが、こちらの意見もしんしゃくして議論しないと、かみ合わない。
　市民連合。
○小林正明委員　　　否定するつもりはないが、今回は、とりあえず新政クラブの案でスタートしてみて、今後、検討はやぶさかではないとしたらいかがか。
○岸浪孝志委員長　　　民主・新無所属の会。
○中村知成委員　　　今、市民連合が言われたとおり、姉妹都市と友好都市の提携、解消に関しては、議題にのっているが、今後、継続的に慎重に、果たして議決事件にのせるべきかどうかというところを議論してもらうということでお願いしたいと思う。
○岸浪孝志委員長　　　いいか。（「はい」と呼ぶ者あり）
　では、文言の整理もあるが、事務局につくってもらって、きょう、スケジュールと、全議員に説明する件も決めなければいけないので、いいか。─
　では、その間に、ここの文言整理をしてもらいたい。
　　　　　　　　　　　　　　　◇○◇
　　　議員説明会について

○岸浪孝志委員長　　　議員説明会についてを議題とする。
　資料２と資料３を参照してもらいたい。
　前回、５月８日午後１時３０分からということで日程を確認させてもらった。議運にも本特別委員会の考え方を報告しているので、そちらからも話が行っていると思うが、この件についてはいいか。（「はい」と呼ぶ者あり）
　こういう形で議員に説明会を設けるのは初めてなので、とりあえず、当日の説明の仕方を考えて、資料３として提出させてもらった。
　経過説明、条例案説明、質疑応答、こういう流れになるのではないかと思うが、いかがか。（「はい」と呼ぶ者あり）
　あと、役割だが。
　市民連合。
○小林正明委員　　　用語の意味など、どうしてもという場合は仕方がないが、基本的には、極力、事務局の答弁を避けるということで、正副委員長で采配をお願いしたい。
○岸浪孝志委員長　　　委員会として仕切るので、司会みたいなポジションも必要かと思う。経過説明、条例、質疑応答まで、全て正副委員長でやるのも、委員会としてはいかがなものかと思う。
　新政クラブ。
○阿部善博委員　　　相模原市自殺対策基本条例と相模原市いじめの防止等に関する条例の市民説明会をしたときは、説明は委員長から行って、司会進行は副委員長にお願いして、出席者から質疑があった場合は、各委員に振って、文教委員会で学校関係者の方から質疑が出たときには、江成委員さん、お願いしますなど、そんな感じで、各委員から答弁があった。同じような進め方でもいいと思う。
○小林正明委員　　　少なくとも、条例でやってきているので、委員の個人的な意見が出てくる場合がある。基本的には、委員長が答弁するのが最適だと思う。私たちに振られて、実は私はこう考えるが、みんなでこうなったと言ったら大変なことになる。そういうことは言わないが、言葉の端々にそんなことが伝わるようでは、やはり、全体に対して説明とはならないと思う。いろいろな意見があったという報告だけである。
○岸浪孝志委員長　　　民主・新無所属の会。
○中村知成委員　　　確かに、質疑応答の応答の部分で、正副委員長ではなく、当特別委員会に所属する全委員が対応するとしたら、やはり、統一見解を漏れなく答弁するというのは、なかなかハードルが高い部分で、ともすると暴走してしまう嫌いもある。そこのところはなかなか大変だと思うが、考え方であると思う。
○岸浪孝志委員長　　　では、何かあったら、皆さんから補足説明をしてもらうということにさせてもらって、５月８日は、基本的には正副委員長で対応することにさせてもらいたいと思う。
　　　　　　　　　　　　　　　◇○◇
　　　今後の予定について

○岸浪孝志委員長　　　今後の予定についてを議題とする。
　資料４として、スケジュール（案）を配らせてもらった。
　第１案、第２案とも、市民意見聴取、括弧してアンケートということは、この前、少し意見があったのでつけているが、５月８日の全議員での議論を踏まえて、５月１５日から６月１６日ごろまで、約１カ月間、何らかの形で市民の意見を聞こうということで、議会のいろいろな広聴の手段を使う。そして、５月２８日ぐらいに市民意見交換会を開催してはいかがかということである。第１案は、６月定例会議最終日に上程するのであれば、６月中旬に特別委員会を開催して、市民意見聴取の結果あるいは市民意見交換会について議論してもらう。
　第２案は、６月定例会議中に特別委員会が開催できないということであれば、改めて７月上旬に特別委員会を開催して、７月に臨時会議を開いて審議してもらう。
　このような２つの案が想定されるが、意見をもらえればと思う。
　共産党。
○藤井克彦委員　　　市民意見交換会の５月２８日という日にちは、どんな考え方なり、状況の中でこうなったのか。
○岸浪孝志委員長　　　６月定例会議に入ると、なかなか市民意見交換会はできないということで、前回、１日ということでもらったので、それを換算して、臨時会議も６月定例会議の始まる前までということになった場合、５月２７、２８、２９日と３日間あって、真ん中の２８日ということだが、固執しない。とりあえず、２８日で提案させてもらった。
　共産党。
○藤井克彦委員　　　いろいろなことで、１回しか開けないということで、土日のほうが出られないという人がいることも承知しているが、やはり土日に設定するのが一般的ではないかという気がするが、いかがか。
○岸浪孝志委員長　　　いかがか。
　市民連合。
○小林正明委員　　　会場さえ確保できれば、やはり土日のほうがいいと思う。
○岸浪孝志委員長　　　ほかの会派の皆さん、いかがか。やはり土日か。
　では、土日のほうがいいという判断であれば（「手帳を取りにいってもいいか」と呼ぶ者あり）
　では、暫時休憩する。
　　　午後５時１４分　休憩
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　午後５時１６分　開議
○岸浪孝志委員長　　　再開する。
　土日ということになったので、５月３１日、６月１日ぐらいはいかがか。（「１日はだめ」、「土曜日のほうがいいのではないか」と呼ぶ者あり）土曜日だと、５月３１日か６月７日。（「３１日だめな方はいるのか」と呼ぶ者あり）３１日だめな方はいるか。（「大丈夫」、「３１日にしよう」と呼ぶ者あり）では、５月３１日に説明会を開催させてもらう。（「時間は何時」と呼ぶ者あり）時間は１９時ぐらいが一番、ＰＴＡは１９時ですね。（「土日だったら、昼でいいのではないかと思う」と呼ぶ者あり）昼という意見があったが、いかがか。昼だと、午前中、午後（「午前中だったら１０時、午後だったら２時ぐらいから」と呼ぶ者あり）いかがか。１０時。では、午前中ということで、１０時。場所については確保する。
　この件について、ほかにいかがか。
　６月定例会議最終日に提案するか、７月に臨時会議を開くかについて、何か考え方があるか。
　新政クラブ。
○阿部善博委員　　　会派の事情を言って申しわけないが、７月に視察など、さまざまな予定を入れ始めてしまっているので、可能であれば、定例会議中は特別委員会に参加しやすいので、第１案でお願いしたいと思うが、いかがか。
○岸浪孝志委員長　　　共産党。
○藤井克彦委員　　　言いづらくなってしまったが、市民意見交換会が５月３１日になったことを考えると、この時点での日程の設定としては、やはり、提案する側の姿勢としては第２案のほうがいいと思うが、物理的な事情もあるので、可能性を探ってもらえないかという思いである。
○岸浪孝志委員長　　　ほかの会派の皆さん、いかがか。
　公明党。
○加藤明徳委員　　　物理的な部分で可能であれば、私ども、第１案でもいいと思う。
○岸浪孝志委員長　　　民主・新無所属の会。
○中村知成委員　　　我が会派も第１案でいい。
○岸浪孝志委員長　　　颯爽の会。
○野元好美委員　　　定例会議中にまた議論してということをあらかじめ決めて、市民説明会というのもいかがなものか。会派のさまざまな事情があるとは思うが、第２案のほうが好ましいという意見である。
○岸浪孝志委員長　　　市民連合。
○小林正明委員　　　どちらでもこだわらない。市民意見交換会でどういう意見が出るかにもよるが、基本的には第１案を原則にして、場合によっては第２案という形でも十分ではないかと思う。
○岸浪孝志委員長　　　みんなのクラブ。
○小林倫明委員　　　第１案でいいと思うが、難しそうであれば、第２案ということも否定はしない。
○岸浪孝志委員長　　　それぞれの会派から意見をもらったが、一応、６月３０日の６月定例会議最終日での議案上程を目指しながら、市民意見聴取は６月１６日ぐらいまで、あるいは市民意見交換会で、どの程度、再協議をしなければいけないか、そういう判断を踏まえて、結論は先に出すということにしたいと思うが、いかがか。
　颯爽の会。
○野元好美委員　　　５月１５日から６月１６日ごろまで市民にアンケートをとって、その取りまとめにも時間がかかる場合がある。特別委員会を６月中旬と書いてあるが、アンケートの取りまとめが終わった後でないと、やはり、委員会は無理だと思う。そうすると、一般質問通告期限等があって、特別委員会の日程をとるのも、なかなか難しいのではないかと思うが、第１案という会派の皆さんの意見はいかがか。
○岸浪孝志委員長　　　６月１７日が文教委員会、１８日が一般質問通告期限、２５日が本会議になっているので、１９、２０、２３、２４日と４日あるが、この中で精力的にやれれば、２３日ぐらいかと考えている。
　市民連合。
○小林正明委員　　　通常の条例だと、審議の中から入っていくので、いろいろな市民意見を踏まえた審議というのは、当然、十分とらざるを得なくなると思うが、議論に１年かけたので、アンケートが取りまとめられて、市民意見交換会のポイントがある程度出てくれば、それに対して、特別委員会をそんなに長くかける必要もないという感じもある。もちろん、場合によりけりなので、第１案を原則として、第２案もということで、こだわるつもりはないが、その程度の見方でいいのではないかと思う。
○岸浪孝志委員長　　　５月８日の全議員説明会の後に本特別委員会の開催を予定しているので、今の日程を参考にしながら、再度、意見を聞くということでいいか。─
　予定されるとすれば、６月２３日月曜日となる。そうしないと、６月３０日には間に合わない。また、次回の委員会で意見をもらいたいと思う。
　議会局次長兼議会総務課長。
○小峰議会局次長兼政策調査課長　　　５月３１日の市民意見交換会の会場だが、場所がとれそうなので、第３委員会室を予定している。
○岸浪孝志委員長　　　いいか。（「はい」と呼ぶ者あり）
　それでは、議決事件のことでお願いする。
　政策調査課副主幹。
○髙橋政策調査課副主幹　　　今回は、先ほどもらった新政クラブの案で行かせてもらうということだったので当てはめるが、最初のくだりは、皆様に渡してある資料、地方自治法第９６条第２項の規定により定める議会の議決すべき事件は、次のとおりとしますという、ほかの条文との口語体の整合があるので、新政クラブの案では、次に掲げるものとするとなっているが、次のとおりとしますにさせてもらって、中身の（１）から（３）は、そのまま移して問題ないので、そのようにさせてもらえればと考えている。
○岸浪孝志委員長　　　次のとおりとしますということで、（１）から（３）ということになる。いいか。（「はい」と呼ぶ者あり）
　以上で本件を終わる。
　　　　　　　　　　　　　　　◇○◇
　　　その他

○岸浪孝志委員長　　　その他で、何かあるか。─
　ないようなので、その他を終わる。
　次回の委員会は、５月８日議員説明会終了後、開催させてもらう。
　以上で議会基本条例に関する特別委員会を閉会する。
　　　午後５時２７分　閉会
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